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居宅介護支援 
 
 

バージョンアップに伴う追加・変更点 
≡平成 30年 4月 介護保険法改正対応 2 次版≡ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

バージョンアップに伴う追加・変更点の概要をお知らせいたします。 

システム運用を開始される前に、必ずご確認ください。 
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株式会社 ワイズマン 
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■システムの操作で困ったときは・・・ 

本書では、今回のバージョンアップに伴う追加・変更点の概要や改正後のシステム運用に関連する内

容を中心に解説しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

より詳細なシステムの操作方法は、操作マニュアルや Q&Aをご活用ください。 

トップページ 各操作画面 

該当ページの関連Q&A

が確認できます。 

 

操作マニュアルと Q&A

が確認できます。 

 

平成 30年 4月介護保険法改正の概要や各加算の算定要件は、 

介護保険法改正ガイドをご活用ください。 

トップページ 
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平成 30年 4月 介護保険法改正対応  バージョンアップに伴う追加・変更点 

バージョンアップに伴う追加・変更点 
 

今回のバージョンアップでは、以下の機能において平成 30 年 4 月介護保険法改正に関するシステム対応が

行われました。 

No. メニュー名 追加・変更点 詳細 

1 ［利用票・提供票］ 

帳票「サービス利用票・別表／提供票・別表」について、平成

30年 3月 30日付の厚生労働省事務連絡で提示された、限

度額超過がある場合の「同一建物減算」や「中山間地域等

サービス提供体制加算」等の計算方法への対応が行われま

した。 

4ページ 

2 
［国保連請求］ 

－［給付管理票 様式 11］ 

改正後の内容で、給付管理票を作成できるようになりまし

た。 
7ページ 

3 

［国保連請求］ 

－［介護給付費明細書 様式

7・7の 2・7の 3］ 

改正後の内容で、介護給付費明細書を作成できるようになり

ました。 
7ページ 

4 
［国保連請求］ 

－［給付管理票総括・請求書］ 

改正後の内容で、給付管理票総括および介護給付費請求

書を作成できるようになりました。 
－ 

5 
［国保連請求］ 

－［請求 CSV作成国保連用］ 

改正後の内容で、国保連に提出するCSVデータが作成でき

るようになりました。 
－ 

表示ボタンクリック時に、媒体区分「伝送（インターネット）」が

初期選択されるようになりました。 
8ページ 

6 ［データ出力］ 改正後の内容で、集計資料を出力できるようになりました。 8ページ 

 
 

その他、お客様から寄せられた声について、以下のシステム対応が行われました。 

No. メニュー名 追加・変更点 詳細 

1 
［管理者メニュー］ 

－［契約事業所マスタ］ 

給付管理票や介護給付費明細書が作成済みの場合でも、

自事業所の「サービス種類と体制」を変更できるようになりま

した。 

9ページ 
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  ［利用票・提供票］ 

  

 
 帳票「サービス利用票・別表／提供票・別表」について、平成 30 年 3 月 30 日付の厚生労働省事務

連絡で提示された、限度額超過がある場合の「同一建物減算」や「中山間地域等サービス提供体制

加算」等の計算方法への対応が行われました。 

 

 平成 30年 3月 30日付の厚生労働省 事務連絡「介護保険事務処理システム変更に係る参考資料等

の送付について（確定版）」の「平成 30年制度改正における様式記載例のパターン」で提示された以下

のケースへの対応です。バージョンアップ後の計算方法の詳細は、次ページを参照してください。 

 

＝今回のバージョンアップで対応が行われたケース＝ 

 

 

（様式第二「居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書」の「例 20」） 

※「限度額管理対象外、かつ単位数が％の加算」と、対象サービス種類 

加算名 サービス種類（＊） 

同一建物減算 
・訪問介護 

・夜間対応型訪問介護 

・訪問入浴介護 

・訪問看護 

・訪問リハビリテーション 

 

中山間地域等 
サービス提供加算 

・訪問介護 

・訪問入浴介護 

・訪問看護 

・訪問リハビリテーション 

・通所介護 

・通所リハビリテーション 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・小規模多機能居宅介護 

・看護小規模多機能 

・地域密着型通所介護 

・居宅療養管理指導 

・（総合事業）訪問型サービス(A1/A2) 

・（総合事業）通所型サービス(A5/A6) 

※福祉用具貸与は除く 

中山間小規模 
事業所加算 

・訪問介護 

・訪問入浴介護 

・訪問看護 

・訪問リハビリテーション 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・居宅療養管理指導 

・（総合事業）訪問型サービス(A1/A2) 

 

 

※福祉用具貸与は除く 
特別地域加算 

＊介護予防サービスがある居宅サービス・地域密着型サービスは、介護予防サービスも含みます。 

 平成 30年 3月 22日付の事務連絡では、別表の計算方法は示されていません。そのため、本シス

テムにおける別表等の計算処理では、今回の事務連絡で示されたサービス提供事業所における介

護給付費請求明細書（様式第二）の計算方法に従って計算されるよう対応が行われました。 

 システム内部の計算処理の変更です。操作方法の変更はありません。 

 

かつ 

以下の加算・減算（限度額管理対象外で単位数が％ （※））を算定 

・ 同一建物減算 

・ 中山間地域等へのサービス提供加算 

・ 中山間小規模事業所加算 

・ 特別地域加算 

加算対象のサービスが 

計画単位数を 

超過している 
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バージョンアップ後の計算方法 

 

限度額超過があるサービスに、「限度額管理対象外、かつ単位数が％の加算」が設定されている場合、当

該加算の単位数は以下の通り計算されます。 

 限度額超過がない場合は従来通りの計算方法で計算されます。 

 当該加算は限度額管理対象外のため、計画単位数は従来通りの単位数で計算されます。 

 

（例）対象年月「平成 30年 04月」の利用票・提供票で、 

「15：通所介護」の「中山間地域等提供加算」（所定単位数の 5%）を設定した場合 

 

①  限度額超過があるサービスの合計単位数をもとに、加算の単位数が計算されます。 

②  ①で計算された単位数すべてが「区分支給限度内単位数」（＝保険給付対象）に計上されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

「通所介護中山間地域等提供加算」の単位数 

①3258単位（合計単位数）×0.05＝162.9＝163単位 

②163単位すべてが、保険給付対象として計算されます。 
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限度額超過があるサービスに、「限度額管理対象外、かつ単位数が％の加算」を

設定している場合の注意点 

■ 訪問系サービス（訪問介護看護除く）に「同一建物減算」を設定している場合は、限度額管理対

象の単位数がマイナスにならないように上乗せ単位数を設定してください。 

「限度基準額を超える単位数」よりも「限度基準内単位数」が少ない場合、「同一建物減算」の単

位数によっては当該サービスの保険給付対象の単位数がマイナスで計上される場合がありま

す。保険給付対象の単位数がマイナスで計上されると、別表全体の単位数・金額が正しく計算さ

れません。 

上乗せ単位数を設定する際は、別表の計算結果を確認しながら、限度額管理対象の単位数がマ

イナスにならないように単位数を調整してください。 

 

 

 

 

 

■ 限度額管理対象の単位数が、すべて「限度基準を超える単位数」（全額自己負担）の場合 

限度額管理対象の単位数が存在せず介護給付費請求が発生しないため、当該加算もすべて「限

度基準を超える単位数」として計上されます。 

 
 

 

月途中に同一建物減算が「あり」⇔「なし」に変更になった場合、別表の訂正が必

要です。 

当該月の予定にて同一建物減算に「1」が登録されていた場合は、すべての予定に対して同一建

物減算が算定されます。 

【例】基本サービス 5回のうち、1回のみ同一建物減算ありの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月途中に同一建物減算が「あり」⇔「なし」へ変更になった場合は、印刷ボタンから Excel ファイル

を出力し、計算結果を訂正してください。 

 
 
 
 

上乗せ単位数を設定する際は、保険給付対象の単

位数がマイナスにならないように振り分けてください。 

本来は基本サービス1回分で-25単位のところ、

基本サービス 5 回分の-124 単位で算定。 
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  ［国保連請求］－［給付管理票 様式 11］ 

  

  改正後の内容で、給付管理票を作成できるようになりました。 

 

［給付管理票（様式 11）編集］画面の追加・変更点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ［国保連請求］－［介護給付費明細書 様式 7・7 の 2・7 の 3］ 

  

  改正後の内容で、介護給付費明細書を作成できるようになりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・「短期入所医療院」／「予防短期入

所医療院」が追加されました。 

・「予防訪問介護」／「予防通所介護」

が削除されました。 

加算欄に「ターミナルケアマネ加算」が

追加されました。 

加算欄の「退院退所」で、『Ⅰ1／Ⅰ2／Ⅱ1／

Ⅱ2／Ⅲ』の区分を選択できるようになりました。 

※区分を選択すると、回数に「1」が自動で入

力されます。変更が必要な場合は、算定回

数を手入力してください。 
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  ［国保連請求］－［請求 CSV 作成国保連用］ 

  

  表示ボタンクリック時に、媒体区分「伝送（インターネット）」が初期選択されるようになりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ［データ出力］ 

  

  改正後の内容で、集計資料を出力できるようになりました。 

 

帳票「介護報酬請求一覧」の追加・変更点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

加算欄に「ターミナルケアマネ」が

表示されるようになりました。 

加算欄の「退院退所」に、区分『Ⅰ1／Ⅰ2／

Ⅱ1／Ⅱ2／Ⅲ』と算定回数が表示されるように

なりました。 

従前に初期選択されていた媒体区分「伝送（ISDN）」

は廃止となるため、「伝送（インターネット）」が初期選

択されるようになりました。 



 

9 

平成 30年 4月 介護保険法改正対応  バージョンアップに伴う追加・変更点 

  

  ［管理者メニュー］－［契約事業所マスタ］ 

  

 
 給付管理票や介護給付費明細書が作成済みの場合でも、自事業所の「サービス種類と体制」を変更

できるようになりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

作成済みの介護給付費明細書などに変更内容を反映する場合は、再作成を行っ

てください。 

変更した情報は、介護給付費明細書などには自動では反映されません。情報を反映する場合

は、対象画面にて再作成を行ってください。 

 
 
 
 

設定した「適用開始年月」以降に作成済みの給付管

理票・介護給付費明細書がある場合でも、下図のメッ

セージが表示され、変更後の情報を登録できるように

なりました。 

※従前は、作成済みの明細書がある旨のメッセージが

表示され、登録できませんでした。 


